Some Observations on the Relations between Central and Local Finance by Sakamoto, C.
｛，70
国と地方の財政関係をめぐる若干の考察
一一o費の転位効果と集中過程の問題を中心に一
序
坂　　本　　忠 次、
　現代資本主義における地方財政聞題をどのような視角からとらえるか，い
いかえると現代地方財政論の理論化に関する諸問題については，すでにマル
クス経済学め分野のみならず近代経済学の分野においても若干の試みはみら
れるが、対象と閥題の複雑な性格によってかなり困難な閥題を有している。
　たとえば，いまから10年前に刊行され，当時わが国の財政学の教科書の一
　　　　　　（1）
つといわれた書物をとり出してみると，？dこには地方財政学の方法的閥題に
ついて次のように書かれているのである。すなわち「その発生の由来とその
歴史とからいえば地方団体は国家よりも古く，地方団体は現在においても，
ある程度独立の政治団体として自己固有の財源と自己固有の徴税権とをもつ
　（2）
ている」とし，　「実際には地方刷出は種類も多く，国家との関係も多様であ
るから，学閂的認識の対象としては，……国家の財政とはなして別にするこ
　　　　　（3）
とが便宜である」とされ，その結論として「学問の対象としての財政という
ときは，実際の便宜から中央政府財政　（finance　of　centfal　goverllment）
　　　　　　　　　　　　　　（4）
のみを指すことがむしろ普通である」とさえのべられているのである。
　こういつた考え方が，産業資本主義段階以前の地方財政問題の分析にはあ
　　　　　　　　　（s）
る意味で通用しえても，独占資本主義段階とりわけ，第一次世界大戦以降の
（1）大内・武田「財政学」弘文堂，1955年刊。
（2）前掲書　　　6ページ。
（3），　（4）　〃　7ページ。
（5）産業資本主義穀階の地方財政ものちにみるように，すでに産業資本の要求する中央
　　集権的な統一国家を前提にし，その政策の一環としてゆく側面を有したのであり
　　（同書121ページ注），この意味では地方財政問題研究の独自の分野は，絶対王制下
　　や，それ以前の，古典的地方自治期にしがなかったといっても過言ではなかろうか。
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資本主義の全般的危機ないしは厨家独1占資本主義時代といわれる現代資本主
義社会における地方財政聞題の解明の視角としては，極めて不十分であろう
ことはすでに先学をはじめ多くの論者の指摘してきているところであり，た
とえば帯国主義段階において，国内経済の不均等発展にともなう地方財政の
不均等の激化を調整かん和するものとしてあらわれた，地方財政調整制度発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
達の研究の方向などは，その典型的なものといってよいであろう。
　もちろん，地方財政を資本主義の歴史的な発展段階に対応する地方政府の
権力活動の裏づけをなす貨幣の動き＝財政活動として，それ自身相対的な独
自の運動体としてとらえる考え方も，一定の意義を有しているとは思われる
が，今日では，地方政治一住民の側からいえば地方自治とその運動一と
それを裏づける貨幣の動き一地方財政の問題は，より多く中央での政治とそ
れを裏づける財政（国家財政）の動向によって規定づけられていることであ
る。
　そういった意味で，今日の地方財政学研究は，同時に国家財政論研多宅であ
るといっても過慮でなくなっているのであり，両者の境界線はかなり不明確
となりつつさえある。こういつた観点からするならば，現代資本主義におけ
る上部構造の土台への反作用と，両者の相互規定性，言いかえるならば，国
家活動の拡大の具休的な表現の一形態である国と地方の行政関係ないしは権
力関係の変更，その貨幣的裏づけをなす国と地方の財政関係の変更の研究が，
重要な意義を有することはいうまでもないことであろう。
　国と地方の財政関係を規定しその財源構造において重要なパイプとなつで
いるものは，いうまでもなく，地方財政調整制度といわれるものの歴史的な
発達と，　これが現代国家財政機構に果たす重要な役割と機能についてであろ
う。　したがってこういつた制度を．かなめとした地方財政機構の国家財政機構
（6）すでにふるく，鳥恭彦教授の「現代地方財政論」1948年刊や藤田武夫教授の戦後の
　　論文や著作をはじめ，吉岡健次氏の「現代日本地方財政論」1963年刊など，こうい
　　つた観点からの研究はすでにかなり出はじめている。
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の一環への組み入れ＝新しい中央集権的官僚体制による地方財政の再編成問
題の検討が重要な意味をもってくることはいうまでもない。
　しかし，われわれは，単に財源の中央集中と地方財政調整制度の歴史的発
生！t発展，その国家機能的性格などの問題のみを議論しようとすれば，それ
は片手おちとなろう。いまわれわれが，現代資本主義における地方行財政の
中央集権化の動向と，それにともなう地方自治の“危機”，ないしはその
“変容”と，それが地域住民にもたらす影響や作用の問題を，地方財政学の
理論化のかなめの閲題としてみる場合，そこには，その前提としての現代資
本主義社会における国（中央政府）と地方（政府）との財政関係の変容に関す
る経費，歳入両面からの綜合的な検討がのぞまれると思われるからである。
　もちろん，現代の国民経済に占める政府部門の地位の拡大をふくめ，こう
いつた国と地方の財政関係の綜合的検討による地方財政問題の分折視角も，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
すでに先学により若干手がけはじめられてきているが，ここでわれわれがこ
ういった視角を何よりも重視するのは，ほぼ次のような理由にあるといって
よかろう。それは，いうまでもなく，資本主義が独占段階，帝国主義の段階
に突入すると，内外の諸要因を反1映して国家経費は，軍事費，公債費，植民
地，経営費，社会政策費，産業助成費などを中心にいちじるしい膨張を示す
ことは，すでに周知のところであるが，この場合，これに占める地方経費は
いかなる傘茸を示すのかという点についてである。地方経費も国家経費の膨
張と並行的にすすむとみるべきか，あるいは，国家経費の膨張にともない抑
制されるとみるべきか，また国家経費そのものも時間的に直線的に膨張して
ゆくのかあるいは，曲折しつつ膨張するのかなどの点についてであろう。
　この点に関連して，すぐ想起きれるのは，伝統的な財政学の経験法則とし
（7）藤田武夫「地方財政論」　（財政学講座，均65年第工巻所収）や岩元和秋「国と地方
　　自治体の財政関係」　（同皿巻所収）をはじめ，島恭彦「財政学概論」1963年，高橋
　　誠「現代財政論」1967年，林栄夫「財政論」1968年など，最近の財政学の教科書や
　　参考書とみられるものでは大ていこういった考え方に立った叙述が試みられてきて
　　いる。
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て知ぢれてい．るA．Wagnerの「国家経費膨張の法則」であるが，われわれ
は，ここで，Wagnerの所説を批判検討し，1890年以降のイギリスの政府経
費膨張の趨勢について転位効果（displacement　effect）と集中過程（concen－
tration　process）　の二つの仮説を展開したピーコックとワイズマンの見解に
注目しなければならないだろう。　（A．T，　Peacock　，and　W三seman，　The　Gflowtle
げPz‘δ〃。　ExPenditure　in　the翫磁4　Kingdom，1961）ピーコックなどの主張
のきそには，大規模な社会的混乱，危機，戦争などを契機とした経費の転位
効果が想定されている。つまりわれわれの言葉でいえば，古典的な帝国主義
戦争の一つの大きな総回流でありs一つの終焉としての二つの倣界大戦が経
費の転位効果をもたらす契機として想定されており，ここでは，園民経済の
動向と政府経費膨張の動向との関連，そのさいの軍事費，国債費などを過酷
とした国家経費の膨張と，社会政策費（住宅，教育費などをふくむ）その他
を中心とした地方経費の動向との関連が閲題となるのである。また，ここで
は，前世紀末からのイギリスにおける社会関係事業費などの増大と中央集権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
化の関係などを検討したU．K．1｛icksなどの見解も参考となろう。
　ぎらにここで，われわれの注目すべき点は，大恐慌を経過したアメリカの
ユ930年代のニューディール期を中心とした政府経費膨張の動向と，　とりわけ
そこにおける連邦・州・地方政府の経費の動向と財政的地位の変更の問題で
あろう。これについてはたとえば，すでに古くして今日も意義高い　Alvin
　　　　　　　　　　　　　　（9）　（IO）H．Hansen　and　Harvey　S．　Perloffの研究をはじめ，　S．　Fabricantの研究，
　　　　　　　　　　　　（ll）　（12）W．J．　Shultz　and　C．　L．　Harriss，　P．　Studenski　and　H．　Krooss，そしてJames
（8）たとえばU．K，　Hicks，・P・ublic　Finance，1947
　　　　　　u　，　Brz’tish　Ptfblic　Finances，　Thet’r　Structure　and
　　　　　　　　　　　　DeveloPment，　1880－19S2，　1954
（9）　Alvin　H．　Hansen　and　Harvey　S．　Perloff，　St’nte　and　Local’　Finctnce　in　the
　　Natinal　Economy，　1944
（lO）Solomon　Fabricant，　The　Tre；zd（ゾGovernmbnt、40’ん房ツin　the［fnited
　　’States　since　1900，　1952
（U）　W．　」．　Shultz　and　C．，．　L．　Harriss，　American　Pztblic　Finance，　7’th　ed．，　1959
（12）　P．　Studenski　and　H．　Krooss，　Financ’ial　History　of　the　United　States，　2nd
　　　　　　　　　　　　　　－5S一
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　　　　（13）
A．Maxwellなどの手がたい多数の研究業績が参考としてあげられるのであ
る。またわが国でも最近ニューディール期の州・地方財政の総合的研究があ・
　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
らわれはじめていることが注目される。
　われわれは，こういつた研究を参考にしつつ，ここでとりわけ，われわれ
に経費論において多くの示唆を与えているPeacock，　Wisemanの転位効果論
とそれとむすびつく集申過程論の問題を手がかりとして，それをまず1890年
代以降のイギリス，アメリカについて批判検討し，これと比較対照しつつ，
とくにわが国におけるいわゆる産業資本段階（1890～）と帝国主義段階（19一
　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
07～），全般的危機の時代以降（1917～）における国と地方の財政関係の変更
の特質について，まず経費の問題を手はじめにして概観を加え，現代国家に．
おける地方政附（わが国ではふつう地方公共団体といわれている）の機能と
その位i置について一つの展望をえたいというのが本稿の趣旨であるが，何分
にも大きなテーマの割には資料入手の困難なものもあり，どこまでその目的1
を達成できたか汗顔の至りであるが，ここにあえて若干の統計的検証にそっ．
ていわば一つの考え方なり試論として発表させて頂くわけである。
　ここでわれわれが，現代資本主義における政府部門の役割の著しい拡大を
前提にしつつ政府部門内における中央と地方の財政関係の変更一地方（行）・
財政の中央集権化傾向の歴史的特質一の問題をみてゆく場合，地方自治問：
題との関連が重要となるし，また，資本の蓄積様式とそれに対応する上部構
造の歴史的・段階的なあり方との関連でいえば，いわゆる「安価な政府」時
　　ed．　1963
（13）　James　A．　Maxwell，　Federal　Grants　and　the　Bz‘siness　Cycle，　igs2
　　　　　　　”　，　Financin，g’　State　and　Local　Govern｝nents
　　（Stttdies　of　Governnzen，t　Finance），　1965
　　　　　　　tt　，　Tax　Credits　and　lnter．aovern”tental　Re一・
　　lations，　1962
（14）林健久「ニュー・デイールと州・地方財政」立正大学経済研究所，1969年。
（15）日本資本主義の段階区分についても，ふるく山田盛太郎氏をはじめいろいろな考え
　　方があり，多くの問題がのこされているが，ここでは便宜上最近の考え方にしたが
　　っている。
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代における中央と地方の財政の関連をどうみるかといった閥題もあげられよ
う。そこでこういつた基本的な問題についても，私の日頃抱いている疑問に
ついて，若干の見解をのべておいた。
　なお本稿では，以上のべたような趣旨にそってまず経費の問題を中心に検
討を加えるが，以上のr潟題は，単に経費論の問題にとどまらず，財源の申央
集巾と国家権力による財源（社会的経済余剰）の権力的配分を中心とした中『
央と地方の歳入構造のあり方と深く結びついていることはいうまでもない。
そっいった意味では，とりわけ中央と地方の租税構造の歴史的なあり方が問
題となり，すでにのべた通り，財源調達をめぐる地方財政調整制度の発達が
重要となる。また，歳入構造の中では，租税の問題にとどまらず公債発行の
問題，つまり戦争や現代の景気補整的財政政策の過払での国債と地方債発行
の関係（中央集権化との関連でいえば地方債発行への国の制約）が論題とな
るし，また単に国の一般会計や地方普通会計にとどまらず，戦後のわが国に
特徴的な国の財政投融資計画や地方行財政の収益：i二業化，地方公営企業の独：
立採算制強化などにみられる賭政の「企業化」傾向の中での中央と地方の関
係，広域行政や合併をめぐる地方行政区域の再編成や申心慮権化問題もあげ
られよう。こういつた点の検討による国と地方の財政関係の総合的な検討に
ついては，改めて論ずることにし，本稿では，とりあえず，経費構造におけ
る中央と地方との関係について，とくにPeacock，　Wisemanの仮説である、
転位効果と集中過程の問題を手がかりとして，　この問題にしぼって検討を加
えてゆくことにしたいと思う。
1，　中央集権化の歴史的性格と地方自治
　地方財政論の展開にと．って，1圃と地方の財政関係の歴史的な変化の闇題を
その主要テーマとしてすえる場合，経費構造，歳入構造（租税構造，公債）
その他地方財政の歴史的な中央集権化傾向とそれに対応する地方自治のあり
方との関連が問題となる。ここでわれわれは，まず地方自治（local　autono一
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my）　という場合，近代的な地方自治を前提にすれば，およそ2つの意味の
地方自治が指摘できることをのべておかなければならない。　これはすでによ
くいわれていることであるが，その（Dは，近代資本主義祉会における国家機
構の中に占める地方政府や，地方団体の中央政府に対する行政的ないしは財
政的自治（権）を意味しているばあいであり，その（2＞は，地域住民が地方政
治の運営に参加し，その要求がいかに地方政治（self－governmentとしての）
に，　したがってまた国の政治に反映しているかを意味しているばあいであ
る。行政学でいうドイツ流の団体自治（kdrperliche　Selbstverwaltung）と市
（住）民自治（bUrgerliche　Selbstverwatung）の概念が，形式的にはほぼこ
れに当るといってよいが，現代の地方自治において重要なのは，いうまでも
なく②のような住民自治のばあいであろう。　しかし原則的には，中央に対す
る行政的ないしは財政的自治ができるだけ保証きれていることが，住民自治
の実現にとってはよりのぞましい状態といえるだろう。
　もちろん，地方自治を，地域政治をとりまく住民の民’il三的な要求の運動と
してみれば，地方行財政の中央集権化が急速に進み，たとえば，中央政府
が，資本主義の内外の危機　（帝国主義的な戦争や恐慌その他）に対応して，
地方政府を通じて急激な行政1」二1務の押しつけや財政負担を強いるばあいなど
には，その反作用として，そこにおける住民の不満や抵抗が増大じ，地域社
会（自治休）を基盤とした住民（市民）の要求運動としての地方自治運動も
拡大してゆく側面がないとはいえないが，ここでは，ごく一般的な，素朴な
見解にしたがうとすれば，ふつうよくいわれるように，巾央の地方行財政に
対する立法的，行政的，財政的，司法的などの干与，統制が歴史的に強化さ
れてくれば，一般的には住民の地方政治への参加が困難となり，ひいてはそ
れが地方自治＝住民自治の危機（crisis）をもたらしてくると解釈しておいて
　　　　　（16）
よいであろう。
（16）地方自治を住民自治とくに住民運動としてみる場合，わが国のように，戦前の第一
　　次大戦後の恐慌期から第二次大戦に入る過度期の巾央集権力治しろつよまるとみら
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　ところでこういつた，地方行財政，とりわけ地方財政面における中央集権
の強化一地方自治の後退は如何にしてもたらされるのか。それは，地方歳入
の構造についていえば，たとえば，いわゆる自主財源の割合の減少と依存財
源の割合の強化にみられる包括あるいは特定補助金の増大，地方債発行への
中央政府からの制約などを通じてもたらきれることは，いうまでもないとこ
ろであろう。
　では経費構造においては，どのようになるのか。まず，中央と地方におけ
る経費の量的変化と質的変化があげられるだろう。経費の量的変化からいえ
ば，（1）中央経費ののび（膨張）に対して地方経費ののび（膨張）が遅れると
か，あるいは絶対的にも抑制されるばあいとか，（2）政府経費全体に占める地
方経費のシェアが，中央政府の経費に比べて小さくなることなどがあげられ
るだろう。また逆に，⑧中央政府の経費の膨張と並行的ないしはそれ以上に
地方経費の膨張をみせるばあいもあげられるのである　（後述）。序章での
べ，また第2章でも検討するイギリスのPeacockなどは，とくに（1），・（2）のば
あいについて，これを経費の1・i・r央への集中過程（concentration　process）　と
よび，現代における中央政府の機能拡大をみる一つの大きな指標としている
わけであるが，　もちろんこういつた中央と地方との経費の量的な変化の関係
をみただけでは，中央集権化工r旬についての議論の展開にとってはきわめて
不十分だろう。そこには，地方経費の質的な問題としての，（D地方経費のri・1
に占める中央の施策による経費一わが国では国政（委任）事務費といわれ
ている一一と地方独自の経費との関係が閥題となろうし，②地方経費に占め
るいわゆる義務的経費といわれるもの，また（3）中央からのいわゆるひもつき
事業としての国庫補助金（grants－in－aid）などをともなう事業の大いさが問
れる時期や，戦後のとくに昭和30年代後半の住民のリコール運動や公害反対運動な
ど，地域開発政策の中で地方財政の中央集権化がつよまるとみられる時期に，拡大
をみている例があげられるが（たとえば島・宮本編「日本の地方自治と地方財政」
1968年などを参照），ここではジごく一般的に，地方行財政の中央集権化による団
体El治の制限が，住民自治の実現をも阻害し，住民参加による地方自治の危機をも
たらしていくと考えて後述の検討をすすめてゆくことにしたい。
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題となろう。その他（4）巾央と地方の経費の機能的な交錯ないしその制約構造
も問題となるだろう。
　しかし，ここではわれわれは，まず，申央と地方の経費の量的大いさにつ
いて議論しておくことはやはり便宜である。　というのは，いうまでもなく，
経費は，政府の権力活動の財政的裏づけをなすものであるから，政府機能の
拡大の状況は，財政資金として権力的に調達され，配分され，支出される貨
幣手段の量的大いさによってまず腹接的に表現されるからである。　この場
合，中央政府の経費が著しく膨張し，これに対して地方経費の膨張が相対的
に遅れるか，あるいは，絶対的にも抑制される場合とか，逆に地方経費の方
が申央経費に比べて相対的に膨張のテンポがはやいとかいう場合にも，その
ことが，ただちに地方自治の後退や進展を意味するものではないであろうが，
そこには何らかの相関関係があるともみられ，こういつた意味でも，まず巾
央・地方の経費の動向の総合的，歴史的検討がのぞまれるところである。
　以上のような前提に立って，われわれは，まず，：地方自治の母国といわれ
るイギリスにおいて，いわゆる自由主義時代といわれる時期q）中央と地方の
経費の動向について若干検討しておくことにしよう。イギリスにおいて，近
代的な地方自治個度が確立したのは，いうまでもなく，1835年の都市団体法
（Municipal　Corporation　Act）　の成立をけいきとしていたのであるが，こ
こで注意すべき点は，1834年の改正救貧法　（Poor　Law　Amendment　Act）
や都市団体法をけいきとして確Mするイギリスにおける近代的地方自治の成
立そのものが，すでに，（D近代資本主義社会が要求する統一的な国民国家の
一環であったことであり，また同時に，（2）1846葎のピール　（Peel）によって
一応の完成をみる国庫補助金制度の確立への過程にみられるように，諸階級
の要求を反映する中央集権的な国民国家の政策をつよく反映していたことで
　（17）
ある。
（工7）最初の中央集権国家は，封建制から資本主義社会への移行期にあらわれた絶対主義
　．国家であったが，近代資本主義社会にも産業資本の要請によって統一的な中央集権
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　いま，この間の：事情を若干ふりかえれば，こうである。すなわち，イギリ
スのそれまでの地方政治は，絶対王制下のElizabeth時代（1558－1603）か
らcountyとその中にいくつか存在するparishを申心におこなわれ，　county
における警察行政と，とりわけparishを中心とした救貧行政（poor一一relief）
一資本の原蓄期における労働力政策としての一が中核をなし，治安判事
（Justice　of　the　P6ace）をはじめとする地方地主階級と，かれらの支払う救
貧税（poor－rate）たる地方税（独立財源としての）によって営まれていた
わけであるが，産業革命以降勢力を拡大した産業ブルジョアジーは地方行政
の広域化と合理化を要求し，ここに，それまでの救貧行政の単位であった約
15，000の小さな町や教区のかわりに60G余の救貧区を新設し，従来の教区の
連合体（Union）によって選出された地方救貧委員会（Board　of　Guardinans）
を設け，中央に3名のi委員からなる救貧監督官庁（Poor　Law　Commission）
をおき，救貧行政の全国的統一と統制の事務にあたらせたのであった。これ
は，産業資本の強い要請であったことはいうまでもないが，一面で，増大す
る地方経費を節約し，地主階級の税負担を軽減するねらいもあったことが注
意されるのである。
　また，都市団体法による都市行政組織の変革も，一面で地主・貴族など旧
勢力との妥協の産物とはいえ，都市にわける産業ブルジョアジーの台頭とこ
の要求にこたえるものであり，1832年の議会改革の必然的帰結としての民主
的選挙と市会め組織・権限などを整備することにその政策の主眼がおかれた
が，一方で警察軍をおき地方警察を整備一1829年の首都警察の成立などに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
はじまる一することにもそめねらいがあったといわれている。
　　的な国民国家が必然的に形成されざるをえないことに注意しなければならない。つ
　　まり近代的な地方自治の形成と進展そのものが，同時にこの段階における中央集権
　　的な国民国家の政策の一環として位置づけられたことである。
（18）この間の事情については，たとえば，長浜政寿「地方自治」37ページその他によっ
　　た。なお，島教授は，救貧行政とならんで，都市を中心とした警察行政が，中央集
　　権化を促す要因となったことなどをあげ中央における軍事部門の拡大などとあわせ
　　て「安価な政府論」を批判されているのが注意される。同氏「現代の国家と財政の
　　　　　　　　　　　　　　　　一61一
　180
　ともあれ，ここに近代的地方自治の原型としての古典的地方自治の整備完
成の時代を迎えたわけであるが，一方，自由主義時代ないしは産業資本主義
時代といわれるこの時期には，すでに1830年代後半から教育などぺの地方団
体を通ずる中央からの補助金行政などがみられ，ユ846年のピール（Peel，　R．）
によって国庫補助金制度が一応の完成をみていることも注意される。それは
一方で穀物条例撤廃，国税としての所得税導入や：地方税負担の増大などによ
る地主階級の不満をかん和すると共に，他方で産業資本の要求する初等教
育，保健衛生，治安維持，道路建設その他の都市対策費について申央の統制
を漸次強化しつつこれを地方団体の自治と経費の支出によって行なわしめた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のであった。これは，一方でいわゆる「安価な政府」 （Cheap　Government）
論の展開される時期とはいえ，1830年代後半からの対外的な諸戦（紛）争によ
って軍事費や公債費の重圧と赤字財政にあえぐ中央政府の民政行政の肩代り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（エ9）
の役割を，主とし地方政府に分担させたことを意味したのであった。
　つまり，産業資本段階からすでに，地方行財政は中央政府の行政の一環と
して登場しつつあったことが注意されねばならないのであり，しかも，われ
われは，いわゆる　Cheap　Government時代1こおける地方経費の膨張の事実
にも注目しておかなければならないだろう。
　ではこの時期における中央財政と地方財政の経費の動向はどうなっていた
のか。これを簡単にみておくと，第1表の通り，いま手許に入手できる資料
として，イングランドとウェールズの地方行政費（地方債費はのぞいてある）
についてみると，すでに18世紀末から，とりわけ，ナポレオン戦争後1830年
代宇戸の国家経費削減の時期といわれる時期から1860湿球にいたるまで，地
方経費では，救貧支出の増加と共に，とりわけカウンティを中心とした橋梁
費1司馬，治安警察費などの増加が著しく，一方で救貧税その他諸レートの
　　理論」1960年，15ぺr…ジほか）
（19）なお，ピールの税制改革その他，自由主義時代のいわゆる「中立的」租税論の検討
　　と批判については，土生芳人「イギリス自由主義租税政策の展開」（！）～（4＞，岡山大
　　学，法経学会雑誌第工6巻第2号以下，にくわしい。
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負撹が大きくなっているのである。これに応じ，1840年頃から地方への国庸
補助：金も漸次増加しているが，これは教育費などへの補助金を主としてい
た・こういつた地方経費の全政府経費に占める比重はなお小さいが，前述し
た通り申央政贋の経費の大部分は軍事費と公債費であり，これらをのぞいた
内政費と比較してみると，そこに占める比重は極めて大きいといわねばなら・
ず申央経費がいわば停滞をみているこの時期に，その肩代りとして一方で地
　　　第1表　イギリスの全政府経費と地方経費の趨勢（！803～65）
年　　度
ユ783～5平均
03
P3
Q0
R0
R5
SD
?????
???????? ?? ?
全政府経費
総額隔政毒
100万追
24，5
54．8
94．8
57．S
53．フ
48．9
53．4
54．8
5Po，5
69．1
69．6
67．1
100万託L4
6．7
5．4
5．4
5．4
4．6
s．6　1，
5．9
7．0
7，7
9．？
IO．2
地方経費（イングランドとウェールズ）
救貧支出1（救鰍）控㌢落K窺7三岳窺）
1000£
2，004
4，268
6，656
7，330
6，829
5，526
．4，677
5，040
5，395
5，890
S，455
6，265
1000£
2，ユ6s　1
5，344
8，647
8，720
8，！ll
　　　1
7，3フ4
6，015　1
6，791
7，270
7，864
7，716
8，841
10g
　273
　547
　679
　727
　649
　881
1，084
1，380
1，483
ユ，801
2，010
　roOb’s
　286
　548
　699
　708
　671
　フ16
　860
　796
　992
1，223
1，291
（魏庫饗）．
1000£
101
96
396
3i5
347
4i8
（注）1．Mitchell　and　Deane，　Abstract　of－British　Historical　Statistics，　lg62
　　　によりイ乍成。
　　2．1803年度以降の全政府経費はグロスによる。1783～5年度平均のみネットの
　　　数字。内政費は政府経費のうち軍事費，公債費と郵便関係事業費をのぞいたも
　　　の。
　　3．地方経費は地方債費以外の主要経費でありここではイングランドとウェール
　　　ズ分のみをあげている。
　　　　カウンティ支出は橋梁費，囚人護送費，治安讐察費，裁判費などの支出合計
　　　である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
方経費の膨張が進行しつつあったことが注意されねばならないのである。
　こういつた産業資本主義時代，近代的地方自治の確立期にみられる中央と
地方の：財政関係の特徴は，191⊥｛：紀末から20匿紀にかける資本主義の独占化時
代には，独占資本の要求をも反映してより明確な形であらわれている。イギ
リスにおける産業資本の独占化は，　ドイツよりもかなり遅れ，19世紀末の大
：不況（1873－96）をけいきとして，あえていえば20世紀初頭になってはじめ
てその傾向をみるともいわれているが，事実この時期にかけて，地方行財政
・における自治制度の確立と並行しつつ新たな申前集権化傾向もみられること
　　（21）
である。
　1888年の地方団体法（Local　Governmefit　Act）の！戎立はcountyなどの変
1i11：による新たな地方自治制度の再編成と確立を意味したが，その前後，たと
えば，1870年の初等教育法（Elementary　Education　Act）の成立による義務
教育制度とこれへの国庫補助金制度の確立，1902隼の中等教育に対する補助
：金交付と中央教育庁からの監督，1909年における道路庁の新設による全国的
な幹線道路計画への統制，1909年のRoyal　Commission報告にはじまるいわ
ゆる救貧法「解体」政策などはその典型的な例であるが，従来，地方行財政
において行なっていた救貧，教育，保健衛生，警察行政，道路建設その他へ
の中央政府の干渉や統制はこの時期にかなり強化され，こういつた地方行政
を担当していた各種委員会の廃止やその中央への移管なども起っており，地
方行財政の中央集権化がかなりすすんだのであった。第2表にみる通りこの
漁期からの地方団体（イングランドとウユールズ）に対する中央政府からの
（20）いま，中央，地方に占める司法・警察費や教育費は，19世紀中葉には1830－60年の
　　30年間に司法費が約9倍，教育費が約！3倍と10倍前後拡大している。これに対して
　　政府経費全体（グロス）の増加率は，約1．3倍にすぎない。
（21）当初のいわゆる自由主義時代の中央と地方の財政関係の特徴が，拮本的に産業資本
　　の要求を反映するものであったとすれば，独占段階におけるそれも，基本的には，
　　独占資本の要求を反映するものであり，こういつた意味での地方行財政の中央集権
　　化がより新たな形で形成されるとみるべきだろう。ここでは資料の関係でイギリス
　　についてのみのべているが，ドイツについては改めて検討してゆきたい。
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教育，保健，住宅，公道などへの特定補助金，警察・司法関係の補助金その
他や，一般補助金は年々地方経費に占める割合を拡大してきているのであ
る。
　こういつた動きと並行して，イギリスではU．K．　Hicksがのべているよう
に，19世紀の後半から20世紀にかけ社会関係箏業費（expenditure　of　social
services）がいちじるしく拡大したことが注意きれる。　これは，19世紀初頭
まで大きかった救貧事業を補ないつつ全国的規模で拡大したものであるが，
第3表でみる通り，（1）教育，（2）公衆衛生および国民保健，（3）住宅や，現行で
は，（4）所得扶助　（income　supplement）や社会保障をふくんでいる。この窮
業費は救貧の重い負担をになっていたlocal　ratesに主としてかかり，1890年
代からその負担が増大したために，地方団体に対する国庫補助金　（grants－in
　　第2表　イングランドとウェールズにおける地方団体経常勘定に対する
　　　　　国庫支出金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位100万ポンド〉
pm1　1　1　L“一g－3g－1…ip3s　l　ig4z－1”！gig
支出金総額 12．2　1　22．s　1　7s．4　i　l13．4　112s．2　1146．7　i　2so．6　1　304．2
???????? ??? ??
60 ??6
????
??）??????? ?〔」． ? ??? ）??? ? ???????
1
）?????
三三釧・・1　i2 6 181　381　3322 16
ioo　l　’ioo　i　ioo　1　ioo　l　ioo　l　ioo　l　ioo　l　ioo
国庫支出金総額
の地方経費に占
める百分率
9 23 26 36 39 38 41 46
（注）U．K．　Hicks，　British　Public　Finances，　Their　Structure　and　l）evelop－
　　ment　l880－1952，1958遠藤・長谷田訳「イギリス財政史」p．　l19による。注
　　は省略。
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　一　（22）一aid）が教育費などを1†1心に著しく拡大したのであった。
　　　　　　第3表　おもな社会関係費の相対的重要性
（単位100万ポンド）
年度
1890
1900
1910
1923
1933
ユ936
1949
1951
教　　育
??????????
11．5（O．8）
19．3（1．1）
33．5（1．1）
87．4（2．2）
ユ．Ol．7（2．7）
ユユ5．ユ（2．5）
267．5（2．S）
344．5（3．0）
　1．4（O．1）
　2．8（O．1）
　4．7（O．2）
44．4（1．1）
S8．6（1．5）
65．3（ユ．4）
403．7（3．8）
448．8（4．0）
住宅
O．2
0．6
LB
16．5
44．8
43．8
67．2
74．1
?????
9．l
12．3
16．1
34．3
86．1
94．0
68，0
92．8
非拠出制
年金（普
通および
軍人）
　7．4
92．3
64．9
87．0
108．8
101．3
社会保障
41，2（1．0）
67．9（！．8）
129．0（2．9）
398．2（3．8）
428．0（3．8）
塊
??????
63．0
66．0
3．9
77．8
87．3
合　計
　22．2
　34．9
　63．2
　316．1
　423．1
　638．1
1，45tl．2
1，641．8’
　（注）　Hicks，　op．　ciち　日本訳P．30～3エ
　　　カッコ内の数字は国民所得に占める百分率を示す。
　こういつたイギリス地方行財政の19世紀末以来の特徴と，中央行財政との
関連をわれわれはどのようにみればよいのか。いま第4表でこれを一覧して
もわかる通り，1890年以降申央経費としての国防・軍事費や公債費の膨張と
並行しこれを補完するかたちで，社会政策費，産業経済費，環境施設費など
の年々の膨張がみられるのであり，　しかも後者の支出の大部分は，地方（中
央からの補助金と地方自主財源）によって担当されていることが，注意され
るのである。
　このように，中央と地方の経費膨張の分担には，一種の補完関係がみら
れ，全体としての政府経費の膨張を形成していることが注意されるのである
が，こあさい，われわれは，こういつた中央と地方の経費の分担関係ないし
は交錯関係を示しつつも，結局，19世紀末から20世紀，とりわけ第一次世界
（22）U．K：．　Hicks，　Brilisle　Patblic　Finances，1880一ユ952，
　　谷田訳，loフページ以下。
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第4章以下，遠藤・長
第4表　イギリス経費の膨張と「1二1央・地方の機能別分担関係 （単位100万ポンド）
????
！890
工900
1910
ユ920
1928
1933
1938
1950
1965
18ee
1900
1910
1920
1928
！933
！938
19so
1955
行　政　関　　係　費
総即嫉地方
　　　iOoi　i　90i15．8
16．5
22．1
7ユ．5
49．1
44．3
175．O
182．0
60．6　1　60
???????46???????
社会政策費
総釧中央翻
　　　90／
P173g］6i
　27．3
　so．6
　89．1
41ユ，8
雛
1、，翻
???????
国　債　費
総額け破地方
　　　9．il　．Oo／
23．8
19．6
20．2
324．8
305：1
228．4
2工2．5
507．0
707．0
圭器二
100　i　一
i器二
100　1　一
99　E　11881　：
産業経済費
総額中央地方
　90i71（　一）i　i4．4
73（　一）i　36．4
68（　一）1　37，8
35（ユ00）　　203．2
43（100）i　177．1
38（lco）1　UI．8
44（100）1　151．4
23（　89）1　572，0
28（　94）1　531．0
　一〇〇V
6
3
4
62
12
17
，　20
76
63
　90／94
97
96
38
83
80
24
．　37
司法・警察費
総額中央地方
9．0
9．8
12．9
33．3
30．8
30．9
38．7
79．O
l15．0
90il・　％
43　1　67
38　1　62’
32　1　68
35　1　65
22　1　78
21　1　79
19　i　81
22　1　7820　1　80
環境施設費
総額中央地方
6．O
12．O
14．6
25．3
31．9
39．3
51．3
97．O
！83．0
?
???
??????
??
2
国防・軍事費
総額中央地方
34．9
134．9
74．3
519．7
126．l
l12．4
473．2
836．O
l，606．0
vOoi
loo
loo
loo
100
100
100
100
100
100
iOO／
?
計
総額中央地方
??30???
??? ??
???）??? ??
?
98
X8
????
?
???
?
???????
?
???????
注）Peacock　oP．　cit，　pユ05，　p．208その他より作成。
　（）内は社会事業費（Sociaユservices）のうちとくに住宅費の地方が占める割合を示す。
???、?????????????，???。。?
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大戦と，第二次世界大戦を通じ，政府経費の国民経済に占める地位は著しく
拡大し，その中で地方行財政の中央集権化が，世界資本主義の各国において
著しく進展したことを指摘しなければならないのである。
　こういつた19世紀末から20世組の今日にいたる，行財政の申央集権化が，
轍起・たかにつｨ頗雪騨の鋤でも・硝スではH・　F’ne「・　S・E・
Finer，　W．　A．　Robsonなどの見解がみ．6れ，．またアメリカの19世紀から20†［1
紀にかけての集権過程については，L．　D．　Whiteをはじめ若「二の所説がみら
（24）
れる。ここでわれわれは，三論とのかかわりにおいて，財政学の分野での，
とくにU．K．　HicksやAlan　T．　PeacockとJ．　Wisemanの見解について
若干検討しておくことにしたい。
　U．K．　Hicksは，その著Public　Finance，　！947（巽・肥後訳「新版財政
学」）において，中央・地方機構の三つの型，つまりアメリカのような実質
上の連邦制effective　federationをとる国，欧州大陸にみられる高度に集権
的な国（フランス・イタリアなど「知事制」　prefectorial　system）と，この
両極の中間にあるアングロ・スカンジナビや的折衷型の三つをあげ，これら
（23）　Finer，　Herman，　Ei・zglish　Local　Government，　19so．
　　Robson，　William　A．，　The　DeveloPment　of　Local　Government，　1953．
　　ここでH．Finerは，イギリスの中央集権化を促した理由として，〔1）救貧，衛生，
　　道路，運輸，警察などの行政而にあらわれた科学技術的知識の著しい発達，②交通
　　手段の発達と高速化による行政空間の収縮，（3）Malthus，　Ricardo，　Chalmers，
　　　Mill父子，　J．　Benthamの追随者らの古典派経済学者からの思想的影響，〔4）富
　　の増大，などをあげ，地方政府と中央政府の関係は，一政府体制として共通目的を
　　存する一有機体の中の協力関係の一つであるとするのに対し，ロブスンRobson，
　　　William　A．は「うれうべき結果」とよんでいる（吉富重夫「地方1≒1治の理念と
　　構造」1963年，65ページなど参照）
（24）たとえば，White　Leonard，　D．　Introdzsction　to　the　Study　of　publz’c　Admi．
　　nistration，　1950
　　Benson，　G．　C．　S．　IVew　Cent’ralizat’ion．　1941．
　　Pate，　James　E．，　Local　Government　and　Administration，　1954．
　　ζういった行政学者の見解を綜合すると，（1）テクィロジーや交通手段の発達による
　　行政区域の拡大，（2）経済の独占化と金融力のニューヨーク集中，〔3〕地方財源の脆弱
　　性と国民的最低水準保証の必要，（4）公企業の発達にともなう私企業との調整問題の
　　必要，連邦的規模による経済規整の要求などとなろう。
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三つの型は長らく存在してきたが，両大戦聞にすべて大きな圧迫と批判をう
け，その結果としてほとんどの場合中央政府の統制が強化され，　とくにそれ
は第二次大戦によってより一層強化され，いまやていどの差でしかなくなっ
ており，いずれにしろ今Er地方自治の基盤ははなはだしく疑問視きれるに至
　　　　　　　　　　（26）
つたとのべているのである。
　Hicksは，1・B央政府が戦時における防衛という基本的な義務と平時におけ
る国民の経済的福祉に対して責任を負っているとのべ，とくに19世紀末から
の社会関係費の増大が，国の責任とされながら地方団体に運営が委任きれた
（1930年代においては地方団flllは総額の約2／3の運営を委託きれた）のは，救
貧一それはピックスによれば古い時代から受け継いだ一つの大きな事業で
あるとするのだが一がかつて地方団体の責任にゆだねられた先例に当然し
　　　　　　　　　　　　（26）
たがったとのべているのである。
　一方，A．　T．　Peacockなどの見解は，1890年以来の地方政府の役割の変化
について，（D経済環境の変化の性格と，②社会観念の変化が支出活動，中央
と地方の財政関係の変化に与えた点をあげている。つまり，経済環境の変化
として，生活水準の向上，快適き（amenities），スピード化，交通手段やコ
ミュニケーションの諸手段の発展とその結果としての経済能率の要求，経済
社会組織の肥大化と都TI∫化にともなう問題，下水・一般公共施設・保健サー
ビスのような基本的快適さの必：要をあげ，社会観念の変化として，地方政
府は，貧民救済から重点のおきどころを一般的に変化し，教育のような欲求
基盤への変化と共に各地域住民の公共サービスに対する均等化の要求も拡大
したとのべているのである。これは，地方政府が必然的に巾央政府の介入の
拡大をうけ入れ，地方自治　（autonomy）を防衛する責任を減少させるに至
らしめた，とPeacockはのべているのである。
（25）U．K．ピックスは，本文にかかげた木の中で，両大戦間における中央政府の統制
　　の強fヒで最も注目すべき例としてナチス・ドイツの等配制Gleichschaltungをあ
　　げている点が注意されよう。
（26）U．K．ピックス前掲’苫227ページ。
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　ここでPeacockが，集中化の要因として，社会観念の変化など心理的要
因をつよく打ち出しているのには問題があるが，これをもしわれわれの言葉
で言いかえるならば，資本主義が独占段階に入り，独占資本の全国的支配が
確立してくると，いわば全国的規模での資本蓄積のために，また社会階級の
分化と階級闘争の激化にそなえ，これがかん和をはかろうとするために，巾
央政府の権力の強化が計られ，独占資本はいままでlocalなものとみなされ
ていた普通教育，道路，警察，保健衛生，救貧行政などを余国的な規模で実
施することを要請し，ここに，諸行政の　nationalな性格が強調されること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
によって，地方自治の内容や性格に大きな変化をきたしたことであろうρ　と
りわけ産業部門間の不均等発展の地域的表現である都市部と農村部における
経済の地域的不均等発展の激化と地方財政の不均等化の増大，都市における
労働者・市民のいわゆる社会的共同消費手段充足の問題などが大きくクロー
ズ・アップされてくるのである。一方でこういつた地方財政の不均等を調整
し，都市や農村の矛盾のかん和をはかろうとする一般補助金ないしは包括補
助金（block　grants）など財政調整li刈度の発達があげられ，各段階の政府間
支出も拡大するのであるが，ここではこの問題についてはこれ以上ふれない
でおきたい。
　以上われわれは，地方財政の中央集権化は，すでに産業資本主義の時代か
ら始まっており，地方財政の間題は同時に中央財政の一環の問題としてみな
ければならないこと，　こういつた意味で地方行財政の中央集権化において新
たな段階を迎える独占段階以降においては，とくに経費の中央と地方の補完
関係をみるべきことが重要なこと，そしてこの時期における地方行財政の中
央集権化の意味などについてみてきたのであった。
　ところで国民経済における政府部門の役割の拡大と地方政府機能の中央政
（27）　A，　T．　Peacock　and　」．　Wiseman，　oP．cit．，　p，　U8Nl19
（28）Peacock，　oP，cit，　p。96－9フ
（29）藤田武夫「地方財政論」財政学講座第工巻などを参照。
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府機能への集中化は，20藍隈　とりわけ大恐慌をはさむ両大戦の時期にもっ
とも顕著なかたちであらわれたことであった。　とくに，両大戦を通ずる経費
の転位効果と，集中過程について，イ￥リスを中心に分析したのが，すでに
のべたピーコックとワイズマンであるが，資本長雨国家の恐慌や不況に対す
る心気調整的な対応策や，帝国主義的な戦孝トの各「iミ1への影響，危機の中での
国内階級闘餉の激化とこれへの対応策などは，イギリス，ドイツ，アメリカ
など主要な資本主義1三匿1によっても若二F異なっていよう。これにともなう経費
の転位効果や集中過程のあらわれ方もまた，各国の特殊性に応じて異なって
いようが，　ともあれ，このような両大戦闘の時期を通じて，戦後には，地
方政府の機能の著しい質的変化が起ったことは事実であろう。それを地方自
t
治との関連でいえば，まさにRobsonなどがいう　“危機に立つ地方自治”
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
（local　government　in　crisis）といってよいものであろう。
　そこで，われわれは，とりわけ1890年以降のイギリス，アメリカととくに
日本について，政府機能の役割の変化ともっとも密接な関連のある中央。地
方の経費構造の変化一まず量的大いさの問題を中心として一についてつ
ぎに検討を加えてゆきたいと思う。
2．経費構造における中央と地方
　（1）イギリス，アメリカにおける転位効果と集中過程
　第一次世界大戦から大恐慌をはさみ第二次世界大戦にいたる時期にかけ，
国民経済に占める政府部門の地位，国（中央政府当局）に対する地方政府当
局の相対的重要性とその責任の範囲に著しい変化が起ったことはすでにのべ
たところであるが，まずピーコック，ワイズマンの仮説である経費の転位効
果（displacemenf　effect）と集1【・1過程（concentration　process）　を中心に，
（30＞William　A．　Robson，　Local　Government　in　Crisis，1966，東京市政調査会研
　　究部訳「危機に立つ地方自治」，この中で，ロブソンは，危機の指標として都市機
　　能の喪失，公益亨業の喪失，下級団体から上級団休への権限の委譲，リージョン計
　　画，中央の行政的統制の増大と地方財政の中央財政への依存その他をあげている。
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これを1890年以降のイギリス，アメリカ，つづいてこれらと比較する意味で
EI本について検討してみよう。
　転位効果論というのは，財政学で伝統的なワーグナーのいわゆる「経費膨
張の法則」を批判検討し，経費膨張の時間的形態（time　pattern）　を説明し
ようとする理論であるが，ピーコックなどによれば経費膨張は，時間的に直
線的な形をとって進行するのではなく，大規模な社会的滉乱，戦争，危機な
どをけいきにみられる転位効果にもとづいて，ある段階から次の段階へと飛
躍的に行なわれるとするのである。しかもこの場合，戦争その他をけいきに
段階飛躍的に増大した政府経費は，戦後も元の水準に復さないが，これは，
経費の重圧にともないより高い課税水準を要求する政府と納税者との平時か・
ら存在している対抗関係が，戦時その他の社会的危機に直面して転位効果が「
働くため，対立が解消し，納税者はより高い課税水準をも許容するに至るか
らだというのである。
　こ．の転位効果と結びついたもう一一つの仮説である集中過程においてもある
意味で同様のことがいえるとするのである。集中過程というのは，すでにの
べてきた通り，中央政府の権限を次第に集中し，財政膨張の過程で，財政支
出に占める巾央政府の構成比が次第に高くなってゆくことをさすものである，
が，ピーコックは，この過程も捻転的に進行してゆくのではなく，中央政府
の中央集権化の要求と住民の地方自治要求との印いが，社会的混乱や戦争を
通して調整され，前述の経費膨張における転位効果とむすびついて進展して．
　　　　　　　　　　　（31）
ゆくと説いているのである。
　そこで，われわれは，191tw紀末1890年代以降におけるイギリスの政府経費’
の動向について，　ピーコックなどの分析にしたがいつつ検討してみよう。第
5表でわかる通り，国民総生産に占める政府経費合計の割合は，1910年まで’
は！0％台，第一次大戦後は20％台の水準，第二次大戦後は40％前後の水準と
（31）Peaco¢k，　op．　cit．，　p．29－30．両者の結びつきは各国によって，必ずしも一様には、
　　進んでいない。
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第5表　イギリスの国民総生産と政府経費の動［1〒1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位100万ポンド）
　　　国民総生産認諾帥旨数．
1890
1900
1910
1920
1928
1933
1938
1950
1gs2
1955
　　　t
I，472，0
1，944．0
2，143．0
6，070，0
4，523，0
4，141．0
5，294，0
工1，636．0
13，928．0
16，784．0
76
100
110
312
233
2！3
272
599
7」6
863
政府経費合計???
数??
????
　130．6
　280．8
　272．O
l，592．1
1，094，フ
1，066．O
l，ss7．0
4，539．0
5，777．0
6，工43．0
47
100
97
567
3EX］
380
565
1，616
2，057
2，188
中央政府
11寺イ・・弔廠
　・0・e／i，
8．8
14．4
12．8
26ユ
24．2
25．9
30ユ
39．5
4！．9
37．3
　80．5
　181，9
　141．8
1，274．8
　695．4　1
　676．3
1，055．8
3，479．0
4，433．0
4，607．0
i2！方政府
い時価〔・）！指数
　44
　100
　78
　701
　382
　372
・　eeo　i
l，9ユ．3
2，437
2，633
　50．1
　98．9
　工30．2
　317．3
　399．3
　389．7
　53工．2
1，060．0
1，344．O
l，536．0
　51
・　100
132　［
321
404
394
53フ
1，072
1，359
1，563
注）Peacock　and　Wiseman，　The　Growth　of　Pttblic　Expenditure　in　U．　K．よ
　　り作成。
大戦毎に新たな高原水準を形成しているのである。
　1900年＝100とした年々の価格表示（時価）による国民総生産と政府経費
ののびを比較してみると，国民総生産ののびはにぶく，政府経費ののびはか
なり高くなってい．る。これは，「 ﾙ1民所得の成長が経費ののびを支えているの
ではなく，戦争や社会的危機一とくに両世界大戦が政府部門の役割を増大
させているこどを示すもので，転位効果が証明できるのであるが，一方，中
央政府と地方政府の経費の大きさを比較してみると，地方政府に対して中央
政府の経費が絶対額においてものび率においても著しく高くなっていること
　　　　　　　　　（32）
を示しているのである。
　いまこれを分りやすく図示すると，第1図のようになる。1900年を100と
した指数（1900年価格による表示）によって表示したものであるが，　これを
みると政府歳計合計は，第一次大戦期と第二次大戦期における段階的な高原
水準を形成しているが，とくに中央政府歳出ののびは，両大戦と戦争薗後の
（32）中央・地方の政府間支川を相殺した純計であろうが，減価償却などは明確でなく，
　　多分グロスであろう。
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　　第1図　イギリス中央・地方政府歳出の推移（1900年＝100とした指数）
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　注）Peacock，　oP．　cit’．，　p．108による。指数はユ900年価格表示。
時期に著しい拡大をみている。これは，戦費支出を中心とした軍事費，．公債
費などの拡大によるものであろう。しかも，ピーコックのいう戦後の戦前に
増したより高い経費の水準は，戦争による著しい国債残高の累増　（国債利払
いなどいわゆる移転的支出の増大）などによるところも大きいのではないか
と踵われる。一一方これに対して地方経費は1900年から第一次大戦まで一貫し
て累増し（この間中央経費は削減した）第一次大戦と共に中央経費の膨張過
程で地方経費はかなら抑えられ，削減をみており，経費の中央集申が著しく
すすんだ。しかし，戦後には中央経費の削減と反比例的に地方経費は増大し，
1920年越中葉の相対的安定期から30年場末にいたる15年間，巾央経費とほぼ
同じのびを示した。しかし，第二次大戦と共に再び抑制され，戦後はその
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，（患
90
so
70
60
50
40
30
20
IO
第2図
様と地方の鋤政関係をめくる右干の名察
イキリスにおける議政璃支出に占める
中央　地力の｛il合
　O　　　　　ゆ　　　くつ　　　の　　　　　　　の　　　　　　　の　　　　　　　の　　　くう　　　ゆ　　　　　　　ゆ　8　雷　9　9　5　5　9　窪　雷　雷　ま　ま　8　携
　t■）1900年価格衣示により算」h。
り，その後のユ5雲間に30％台に同復したものの，第二次大戦に角ひIO％をIU
り，その後は20％台となっており錦草次人廠後集申過程は著しく進行したの
　（33）
てある，
　こういつたイキリスにおける著しい経費の負申化傾向に対し，てはアメリ
カてはとうか。ます，経費の転位効果についてみよう。鐙6衣てわかる通り，
政κ］経費（糞壷・川・地力の合Dは　第一次大｝依中に大1蜘了1の直上0倍と菖
しく膨張し，20｛F代にやや低トするか，30ff代から内ひ膨張しはしめ　第ご
次大戦紬には著しく拡大し，さらに戦後も膨張をつつけている。つまり第（1）
7
一
中央政府
嶋
噌一
一
一
F
地方政府
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のひかかなり鈍化して，
「集中過程」か暑しくす
すんたのてあった。
　LY　lのようにイキリス
ては，転佃効果と結ひつ
いて経費の集中過程かみ
られ　第二次大戦後それ
か決冗的となったことか
A目されろのてある。
　いまこれを政用経費の
統合勘足により政府経費
冷図・に占める地方経貧の
ノェアてみると，第2図
に図示した通り，この団
係かはっきりする。1905
年前後には約50％を占め
ていた地力経賓は，第一
次大戦時には10％を剖
（33）これは1900年価格てテフレートした数字によっている。
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第6表　アメリカの政府経費と対国民総生産比率 （単位IO憶ドル）
1　189⊂）　　　1903　　　　1913　　　　19工9　　　　1923　　　　］一929　　　　1932　　　　1933
政（府内梔ｿ）判・・…　62・フ2…　8・3…2・2・8…6
対国民総生産
比．　（AOO”）
? 7 8 33 14 IO 22 24
1936　1940　1944　1947　1960　1956　1957　1958
政（府経梔ｿ）費垂T・9・，・・・・…9…366・…8…24・4・28・・
瀞民総隈・9 19 so 20 23 28 29 31
　注）W．J．　Shultz＆C．　L．　Harriss，　American　Pzablic　Finance，1960，　p．ll．
　　による。
に両大戦を通じて経費の段階的な高原水準が形成されており経費の転位効果
がみとめられること，第（2）に両大戦間のうちとくに1929年の大恐慌をけいき
として30年代に経費のもう一つの高原水準に近い状態が形成されているこ
と。これが，この時期のアメリカにおける政府経費膨張の特微だろう。その
ことは，国民総生産に占める政府支出の比重をみてもはっきりみとめられる
ところである。
　ところでこれに対して，この時期の連邦・州・地方の経費の動向はどうな
っているのか。集中過程はどのようなかたちでみとめられるかという点であ
るが，第7表によってアメリカにおける連邦・州・地方の機能別支出の主な
特徴についてみよう。連邦支出のうちそのなかば近くを占めるのが，国防・
軍事関係（在郷軍人給付をふくむ）の支出であり，つづいて自然資源保護，
国債利子その他への移転的支出などとなっている。国防・軍事費は第一次大
戦前後には25％前後だったものが，第二次大戦H寺には，85％にも達し，、戦後
の今日も5～6割に達している。一方州政府支出では教育費のシェアがもっ
とも大きく，ハイウェイ（公道）など道路費のほかに社会福祉など社会政策
費の比重が増加した。地方政府支出では，とくに教育費のシェアの拡大がい
ちじるしく，ハイウェイのシェアはかなり減少したが，社会福祉，病院，保
健，警察，消防，衛生，公園・レクリェーションなどの費用がふえv1944年
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第7表　アメリカにおける連邦・州・地方の支出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）
t・9・・tエ9エ31・922　U927　1・932　1ユ・36　1・944　1　・952　1・962
連邦輔郊・1（調…i…63｝・・5331…661…651・Q・，52・1・・，56Sl（1志1覇
鹸署防σ騰t28・・i25・8レ3・・i・71・1・…1・Q・。t・…i7…i・…
州政1舷・hl（誘388ユ・3971・・…1・，8291・・8621・・ユ6・｝ユ5，8341（、巷1潴
うち教　　　育（％）
　ハイウエイ（％）
　社会福祉（％）
33．31　36．31　27．3i　2s，sl　24．4i　ls．21
3．21　7．7
B．4］　4．1
27．8i　36．01　38．8
3．ll　2．3i　3．7
27 O
IS．8
29．9
18．6
21，0
29，3
24，0
17，4
34．3
25．4
13．7
逝政・〒技・Hl（、器li・・96・1・，・6・t・，35gl・・37Bl…56i…8・1…22gl（llラ1乙1
うち教　　　育（％）　27ユ
　ハイウエイ（％）　19．5
　社会福祉（％）　3．1
　保健病院（％）　3．2
　葱峯　　　　察（％）　　　5、7
　消　　　　防（％）　　4．6
　衛生（％），5．8
29，51　36．81　34．6
22．21　23，71　22．2
2．01　1．9i　1．9
3．II　3．21　3．2
S．Ol　4．4　4．5
4．3L　3．81　3．5
5．51　4．5i　5．4
?????? ??? 3フ．2
10．7
9．0
5，2
6．0
4．1
4，0
38．8
ユ1．9
7．8
6．0
4．7
3．3
5．6
????（???4
　注）　（原典）Burean　of　the　Census，　Censzts　of　Govern．ments，1962林健久「ニユ
　　ーディールと州・地方財政」より引用し作成。　（）内の数字は，1902年を工OOと
　　　した1962年の歳出指数。
以降住宅，都市再開発費などもみられる。しかし，この60年間の伸び率は，
連邦・州政府に比べてもっとも小さくなっている。
　このうち，連邦から州，州から地方などへの政府間支出（補助金，，平衡交
付金など）が1930庫代とくにニューディール期に拡大するが，これは，教育
をはじめ，社会福祉，道路，社会保障，その他に向けられたものである、，い
ま，中央政府たる遮邦からの州および地方への支繊は，最高時，州，地方歳
出純計の35～40％に達し，とくに景気補整政的財政政策の一一環として，この
r1寺期の景気循環への対応的な政策がみられるのである。　（州から地方へのそ
れについてはまちまちで必ずしもそういえない）・（第3図参照）
　つぎに連邦・州・地方の歳出の純計構成比について第8表でみよう。19世
紀以来連邦制度の中で，地方分権的色彩のつよかったアメリカでは第二次世
　　　　　　　　　　　　　　　　一フフー
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第3図　州および地方歳出純計に占める連邦支出金の割合（1929－1948）
（o／o）
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　S929　’30　’31　’32　’53　’34　’35　’36　’37　’38　’59　’40　J4t　’42　’43　’44　’45　’4G　J47　’4B
　注）Maxwe11，　Federal　8rants　and　the　Businesss　cycle　p．lg
二大戦前までは，政府機能に占める州。地方の経費の墨的側面からみた比重
はかなり大きいものがあった。まず18go年以降第一次大戦までは，州・地方
の経費合計は60～70％台を占めており，　うち州がIO％台，地方が50～60％と
かなり高い地位を占めていた。　しかし第一次大戦時における連邦政府の軍事
支出を中心とした経費の著しい膨張により連邦と州・地方との関係は一時逆
転し，1919年には連邦88％，州3％，地方10％にまで連邦へと集中した。　し
かし，第一次大戦後の1920年代には再び州。地方の比重が60～70％と戦前以
上に図復し，連邦制における分権的要素をなおつよく残すに至っている。し
かし，1929年の大恐慌をへてからは連邦と州・地方の地位は漸次逆転し連邦
の機能が次第につよまってゆくが，1930年代にも，　とくに32～3年頃の不況
期，36年以降のニューディーール期にかけ連邦政府の比重は漸次拡大し，州・
地方のうちとくに地方の比重の低下を招いている。州支出はなお20％近くの
支出シェアを占め，州権の根強さを示していることを示している。
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第8表　アメリカにおける連邦と州・地方の支出割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（o／o）
連 剃州・謡曲｝ ??? 陣 方
???????????????? 36
R2
Q7???????????
?????????????????????? ??
i
???? ??
　注）Shultz＆Harriss，　o♪．　cit，　p．17，林，前掲書なども参照。少数点以下を切捨て
　　ているので合計では整合しないものもある。
　しかし，1940年を境として，連邦と州・地方の支出シェアは完全に逆転
し，連邦政府の優位性が確保きれ，第二次世界大戦時における経費の転位効
果の過程で，軍事費・公債費などを中心とした連邦支出の圧倒的優位（ユ944
年度，連邦91％）のもとで，州・地方の支出は9％前後に抑制され，中央集
中がすすんだ。しかもそれは，第一次大戦後と異なり経費の著しい転位効果
とむすびついて戦後は連邦政府支出6Q％台，州・地方ともにそれぞれ20％前
後の割合にしか回復せず，20年代と異なり中央集中過程は著しく進行したの
であった。
　これを図示すると第4図のようになるが，アメリカにおいては，Peacock
の分析したイギリスやその他の資本主義国の例と異なり，（D第一次大戦時の
（34）アメリカにおいても，州や地方経費に占める教育費や，社会政策的費用が拡大し，
　　とくにこういつた経費への連邦や州からの補助金，平衡交付金が増大していること
　　に注目しておかねばならない。
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第4図　アメリカにおける各段階別
　　　政府支出割合
noo
もO
連　　　邦
州
地　　　方
州
地　　　方
政の申央集中過程については，　きらに，
つた分析と，とくにイギリスにおけるレートやアメリカの財産税など地方税
閥題を中心とした巾央・地方の戚入構造についてさらに分析しなければなら
ないのであるが，本稿では，とくに経費の量的分析に主眼をおいているので，
これ以上たち入らないことにしたい。
　（2）　わが国におけるばあい
　つぎに，わが国における政府経費膨張の性格について，検討してみよう。
転位現象と集中過程は急激だが一時
的にとどまり，1920年代にかなり復
元したこと，（2）第二次大戦時の高高
経費の転位現象と集申過程は，1929
年の大恐慌を境としてすでにはじま
っていること，（3＞30年代中途の州支
出シェアの相対的な増加など，曲折
はみられるが，それが第二次大戦に
よってはじめて決定的となったなど
の点で，イギリスの場合と比較する
と，大恐慌の衝撃の大きさという点
でかなり異なっているといわねばな
　　（3S）
るまい。t
　以上みたような，イギリス，アメ
リカにおける経費の転位現象のあら
われ方と，それと結びついた地方財
中央・地方の経費構造のより立ち入
（35）アメリカのばあいのこの時期の連邦・州・地方の歳出・歳入構造の分析について
　　は，林健久氏，前掲書に分析が試みられている。同氏は，3Q年代二＝一ディール期
　　の州・地方財政には，なお自治権がかなり残っており，連邦の景気補整的財政政策
　　とは逆の方向に作用し，循環の波を増幅する面もあったことを指摘されており，興
　　味深い。
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日本のばあい，1890郊（明治23年）以降というと，El本資本主義の最初の恐
慌が発生した時期であり，それは同時に，日本資本主義が軽工業（紡績工業）
を中心として産業資本の確立をみせっっある時期であった。それは同時に，
地主制や天皇制高家を前提として，明治政府による中央集権的な地方自治制
度（1888～18901L：li｛にかけての［ll∫村制・市制・郡制・府県制）が確立した時期
でもあった。この時期には，ヨーロッパの主要資本主義諸国では，すでに帝
1丞i主義段階（1870年代以降）に入っている時期であった。この場合，列強の
帝国主義的な領土分割にかなり遅ればせに，しかも過剰資本の輸出を行なう
以前から，すでに先取り的な植民地分割へと参画した日本資本主義は，いわ
ゆる「安価な政府」を相対的にも実現することなく国家経費は膨張し，Ei清
（1894～5），日露（1904～5）の両戦争をけいきとして資本主義の急激な発
展を示してきた。
　そこでこういつた第一次大戦前の両戦争の時期についても，われ｛つれは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
若干検討しておかなければならないだろう。またわが国では，第二次大戦時
と戦後のインフレ期を境とする戦前戦後で政府経費膨張（時価）の趨勢には
著しい拡大がみられるので，戦前，戦後を・一応わけて論ずることがのぞまし
いこと。また，戦前の統計はとくに昭和9年以前の統計については，国民所
得の正確な把握が必ずしも十分でないこと，とりわけ，第一次世界大戦以前
には政府経費の把握が明稚でなく，国と地方の歳出純計などが出しにくいな
ど，統計資料の不備と不整合な点も若干みられることを考慮に入れねばなら
．なかった。
　（i）　転位効果
　そこで，イギリス，アメリカの例にならいつつ，わが国における1890年（明
治23年）以降における国家経費の転位効果，集中過程の問題について検証し
（36）日清戦争，日露戦争は，レーニンなどがいう厳密な意味での帝国主義戦争ではない
　　が，国際的には帝国主義時代に突入していた時期の戦争であり，日：本資本主義にと
　　って大きな転機をなしているのでわれわれは，この時期についても，経費の転位効
　　果その他を吟味してみることにしたい。
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第9表　わが国における政府経費と国民所得 （単倖100万円㌧聾後はエ0億円～
年
?
1890（明治23）
1895（　”　28）
1897（　t1　30）
1900（　”　33）
1905（　”　38）
1907（　”　40）
19！！（　n　44）
1915（大正4）
1918（　”　7）
1920（　ti　9）
1923（　”　12）
1927（H召禾1」2）
1930（　”　5）
1931（　／i　6）
1936（　n　IO）
！937（　”　12）
1940（　”　15）
！941（　i！　16）
1944（　n　19）
1960（　”　26）
1955（　m　30）
1960（　i／　35）
国（一般会計）
実釧指数
　　82
　　85
　224
　292．7
　420
　602　58S
　ee3
1，0！7
1，359
1，521
1，765
1，55フ
1，476
1，951
2，432
5，l19
8，133
18，358
地　方（普通会計）
??
、器?
???
?
???
??
???
1彊
612761
政府経費
実数｛・）1指数（・）釧｛・｝・｛・墜数（・）i指数
　42　58　88　133．4
　136
　208
　397．
　3工7
　504
　949．
1，253
工，969
1，752
1，625
2，106
2，031
2，770
3，502
3，76B
　32　44　69
　100
　103
　157
　298
　238
　290
　710
　940
1，481
1，316
1，226
1，580
1，520
2，080
？・gi2？i
2，830ii
　　e／e
61．2
68．2
39．6
45．6
32．4
34．6
67，9
54．4
49．5
69，8
82．4
111．5
112．5
110
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83．5
54ユ
43．1
20．S
　e！e
34．0
40．4
28．4
33．0
24．3
25．6
43．0
35．3
33．2
41．5
45．2
62，6
52．7
52．4
51，8
45．5
3B．2
30．2
17．2
　124
　143
　312
　437．0
　555
　809
　982
　901
工，521
2，322
2，774
3，735
3，310
3，102
4，067
4，463
7，889
IO，248
22，123
　28　33
　72　100
　127
　185
　225
　206
　346
　532
　635
　855
　768
　710
　927
1，020
1，800
2，341
6，060
国民所得
実蜘・｝i指数
410．9
588．4
934，0
141，000
210，000
607，6
1，135．4
3，190，0001　1，906．6
380，000
850，coO
143，000
123．51　56．51　918．5
192
204
66．Oi　1，723．8
67．il　2，840．6
　924
1，203
1，469
1，997
2，168
3，053
3，522
3，8！1
9，001
11，845
11，660
12，686
11，740
10，520
14，440
18，620
31，043
35，834
56，937
　46
　60　74
　100
　109
　163
　1フ6
　191
　450
　692i583
　634
　ce8
　S26
　722
　931
1，552
1，791
2，846
2！0，0001
94，000
650，000
3，381．51　1，69D，OOO
7，181．81　3，590，000
12，999．9i　6，500，000
（C）／（D）
　e／o
13．4
11．9
22．6
21．9
25．6
26．S
27．9
23．6
16．9
19，7
2コ．．9
29．4
28．2
29．5
28．1
24．0
25．4
28．6
38．9
27．2
24．0
（28．5）
21．9
（27．1）
注）　！． 自治省財政局「地方財政のしくみとその運営の実態」昭和41年，大内兵衛編「日本経済統計集」昭和43年第3版，大
蔵省主計局「財政統計」昭和41年，　「昭和財政史」第14巻付表などを参考に整合をはかった。
国の歳出（一般会計）地方の歳出（普通会計），政府経費合計は，1935年度以降は純計であるが，それ以前について
鑓嘉紬懸雨月、9、5鞭麟、、ついては，灘決鞠。り歳入鞍部の県郊金を零してあ、。
国民所得は，1929年度までは大川推計による生産国民所得，1930年度以降は企画庁推計。
（）内の比率は，国の財政投融資をふくめた比率を示してある。
???
2．
??「??
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てみよう。
　まず転位効果の問題であるが，第9表によってわが国における政府経費と
園民所得との関係についてみてみよう。！890年度以降の各母型め統計をかか
げるとはんさにわたるので，ここでは重要と思われる年度を抽出して一覧表
にした。ここで政府経費というのは，戦前のばあい，国の一般会計歳出（経
常部と臨時部の歳出合計）と地方の普通会計歳出の合計であり，1934（昭和
8）年度までは，国における純計（ほかに特別会計歳出がある），とくに国と
地方の純計がとりにくいので，これを無視したものも多い。国と地方間の経
費の移転（国からの補助金その他）がみられるのは第一次大戦以降が多くな
っているが，これも満州事変期まではまだ比重が小さかったので，　もし無視
していたとしても，ここでは大勢にはそれほど影響しないだろう　（ここにか
カ〉げた数値より若干低下しようが）。
　また国民所得統計については，戦前のばあいの把握はきわめて不備である
が，戦前戦後一貫してとれる生産［ミ1民所得をとることにし，1890～1929葬ま
では，比較的よく引用されている山田雄三氏の推計を手なおしし，わが園の
国民所得の長期系列ではもっとも精度の高いといわれる一橋大学の大川推計
　　　　　　　（37）
による生産国民所得，それ以後（1930～　）は経済企画庁の推計にしたがっ
た。なおついでにいえば戦後のばあい，1951年以降（昭和26年），いわゆる企
画庁の新推計により手直しが最近加えられているのでそれ以降はその数字に
したがった。
　いま，政府経費の国民所得に占める割合（時価）を調べてみると，明治20
年代末まではほぼIO％台に推移しているが，　H清戦争（1894～5）後の1896
年には急激に」二馴して20％近くに達し，ユ897隼（明治30年）にはすでに22．6
　　　　　　　　（38）
％と20％をこえている。その後明治30年代の前半はやや安定的に推移した政
（37）大内兵衛編「日本経済統計集」昭和43年，338ページによる。
（38）わが国における産業資本の確立期について1890（明23）年とする説と，1897（30）
　　年代とする説があるが，いずれにしろH木では産業資木段階とみられる時期に「安
　　価な政府」は相対的にも成立していない。
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府経費も日露戦争（1904～5）を境に急激に上昇し，戦後の恐慌（1907）や
戦後処理の過程では25～30％近くの高原水準を前後している。そして第一次
世界大戦（1914～18）を迎えるわけであるが，戦時中は1915年の23．6％をの
ぞきIO％台で推移し国民所得に占める政府経費の比重は小さく，むしろ戦後
の1920年代に再び経費の高原水蝕を形成し，l161民所得に占める政府経費は，
！921年度．23．7％，22年度24．7％などとなっている。　（1923一一26年こ一うまで
は，18－20％前後とやや相対的な低位を保った）。　、
　また第二次世界大戦以前の時期では，すでにわが国では，1927～8年の金
融恐慌の頃から園民所得に占める政府経費のシェアの増加がめだちはじめ，
ユ927年で29．4％，1928年で28．5％に達し，、アメリカの大恐慌（1929年）の
わが国への波及恐慌たる1930611三（1111禾1’．1　5年）の昭和恐慌（金解禁恐慌）時に
も，28．3％に達しており，この時期辺から再び経費の高原水準が形成されは
じめている。
　そうして，1930年代前半の恐慌回復政策期には，193！（昭和6）年の29．5
％，32年の35．1％．33年の40．8％と著しく拡大しているが，これは経済界不
況による国民所得の低下をも反映している。この時期には恐慌対策の一環と
しての満州侵略（1931～　）戦争がすでにはじめられていたことも注意され
る。
　かくして，！937年からの日中戦争，1941年からの太平洋戦争と第二次大戦
期を迎えるわけであるが，この時期は，軍事費の膨張　（再度臨時軍⊇ll費特別
会計の設置）により政府経費の割合は粗食でみると3Q％台から太平洋戦争時
には50％台にまで達し，第一一次大戦li寺にはみられなかった経費の高原水準に
到達しているのである。
　この関係を図示すると，第5図の通りとなる。ここでいわゆる経費の転位
効果としてみられるわが国の特徴は，第（Dに，両大戦時のみならず，わが国
では，すでに産業資本主義段階における中国，ロシヤとの植民地分割をめぐ
る戦争たる日清戦争，日露戦争とその後の諸時期に，二度にわたる経費の高
　　　　　　　　　　　　　　　一84一
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第5図わが国政府経費と国民所得の推移　原水準が形成されており，それは戦
　　　　　　　　　　　　　　　（ll寺価i）
鯛　　　　　　　　　　　　　　　　後において経費が戦前の水準に復き
eco
5。。@　　　　　　　　　　　　．　　ないいわば“転位現象”をみせてい40e
S。。@　　　　　　　　　　　　　　　ることである。しかもこの場合，戦
’。。 @　　　　・．．’　時よりも戦後の時期の経費の膨張が
驚　　冷’“‘”　著しく1、δやラグがあることが注意
ii　　・　　　されよう・
・・　　　　　　濯　　　　　　　　　　　第（2）に，第一次大戦に遅れて参加
ae　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したわが国では，この戦争の影響は：
20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　颪接的ではなく，戦時には経費の高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原水準が形成きれず，むしろ1920年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代の時期一世界資本主義の「相対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的安定期」といわれる時期一にか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けて高原水準が形成されていること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。つまり，大正末期から昭和
　Pl嚢塗！gg翌墨Siln蚤M　初期にかけてであるが，この時期に
は，戦後恐慌（1920年），関東大震災（1923年）とその前後の金融モラトリア
ム，！927年にはじまる金融恐慌（1927～8）などの時期における政府，El銀
による資本救済政策，また農業不況の中での農村救済政策＝地主制維持政策
などを反映するものであろう。
　第⑧の特徴として，これはアメリカのばあいともやや類似しているが，第
二次大戦に至る経費の転位現象の過程が，世界恐慌のわが国への波及たる
！930年代初頭からすでにはじまっていることである。すなわち昭和恐慌末期
の1931年をボトムにして政府経費は急激に拡大して行ったが，これは高橋是
（39）こういつたラグは，臨時軍謹｝：費特別会計など統計上の処理の仕方にもあると思われ
　　るが，政府経費のうちとくに軍事費などのチェックが明確でなく，明らかでない。
　　なお，公債費（国債費および外債の償還と利払い費）は戦後拡大した。その他戦後
　　の財政過程で経費は著しく膨張し帝国主義財政の様相を示している。
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清蔵相による満州事変の軍事支出・軍備拡張政策と農村不況対策としての時
局刃先政策一スペンディングポリシ一一などによるものであった。結局
これは，結果的には第二次大戦への導導線となっているオ？けである。
　第（4）に・わが国では第二次大戦による、軽費の転位現象が諸外国にも増して
著しくなっており，戦争による圏家支出を中心とした経費の急激な上昇と，
戦時とくに戦後の顕著なインフレ過程をふくめ，年々の時価表示でみた経費
指数の膨張は第二次大戦をけいきに著し・いも．のがある。！900年＝100とした
指数で，1944（昭和19）”1≡1三のi蓼1・地方の純計によ．る政府経費犀）指数は5060と
約50倍に対し，戦後の！950（昭和25年）には，210，σ00を示し実に2100倍に
も達しているのである。　　　　　　　　　　’　　　　　　　一’：；
　ここで国民所得の推移をみると，第…次大戦まではジグザグながらほぼ一
定の上昇をみているのに対し，第一次大戦時には国家経費以上の率で上昇を
みているめは，El本資本主義が大戦による軍需景気（連合国への武器の提供）
によって経済界の未曽有の好況をえたことと，インフレーションとによるも
のであろう。1920年代から30年代初頭までは不嫁と恐慌の時期で園民所得水
準はほとんど上昇せず一物価によってデフレートすれば実質的な低下とな
ろう一30身代1†1葉から再び戦iJ寺経済の中で急速な上昇をみたが，国家経費
の上昇率よりはゆるやかであり，第二次大戦時には戦費による国家経費の消
耗が著しかったことを示している。
　戦前についての政府経費と国民所得との関連では，お．よそ以上のような特
徴を有しているが，では，インフレーションをへた戦後の過程ではこれはど
うなるのか。いまこれを第6図によってみよう。時価表示でみると第二次大
戦後も国民所得は一貫して急激な上昇を示している。また，政府経費（国・’
地方歳出純計）も，第二次大戦が終ったあとも急激な上昇をみせ，1945（昭
和20）年度の241億円から，1946葎度の1249億円と1年で約5．2倍1947年度
の2474億円と約ユ0倍，48年度の5，8！7億円，51年度のll，39yit／si，円を示し，5
年間で約47倍といちじるしく拡大しているのである。　これはいつまでもな
　　　　　　　　　　　　　　　一86一
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第6図　第二次大戦後の国民所得と政府
　　　歳出の推移（時価）
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注）（1）国民所得
　　②　国・地方歳出純計
　（3｝②に財政技融資を加え
　　　たもの
　　（4）国の歳出純計
　（5）地方歳出純計
　1945年度の国民所得は不明
鼠　　歪
年平均＝IOOとして，！890年＝31．4，1900年＝48．9，
＝ユ67．8，ユ930年＝88．5と推移しており，
ていどの上昇率を示しているにすぎない。
は，デフレーター悶題を一応ここでは考慮にのぼせないことにして，
後の激しい物価水準の上昇期についてのみこれを吟味してみることにする。
　第ユ0表でこれを示した通り，国と地方の歳出純計によってみた政府経費
は，！944年度で1934～36年平均の約2倍，戦後は実質的な減少をみ，！953無
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く，戦中とくに戦後の急激な物価上
昇を同時に反映するものであるが，
いまいわゆる戦前基準（ユ934～36年
平均をさす）の東京卿売物価指数総
平均でみると，ユ946年の350．3から，
1946年の！627．1と1年間で約4．6倍，
47年の48ユ5．2と約ユ4倍，48年のユ279
．6，51年の34，253．1と5年間で約8
倍にも達しているのである。
　いまこうした閾題について，いわ
ゆる戦前基準（1934～36年平均）の
物価水準（東京卸売物価指数）による
デフレーターによってみてみよう、，
それ以前の時期についても，もちろ
ん，物価は上昇の趨勢をたどり，と
くに第一次大戦前後の上昇がややい
　　　　　（40）
ちじるしいが，それでも，ユ934～36
　　　　　　1910杢β＝58．8，　192Qイ「匡
　1890年～ユ935年の45年聞に約3倍
　したがって，1935年以前について
　　　　　　　　　　　　　それ以
（40）第一次大戦後の物価指数の上昇率は，大戦前の1913ifi　・＝64．7，1920年＝167．8，19
　　23年＝128．9などであり，戦前から戦後の最高位にかけ約2．7倍の上昇をみている。
　　ユ920年後はやや低下し1923年ごろから再び上昇し始めている。
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第IO表　戦前規準による政府経費と国民所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1934～36年平均価格による）
18叡）（明治23）
1934～36平均
1938（昭Tl］13）
1940（　，／　15）
1941（　v　16）
1944（　u　19）
1945（　ii　20）
1946（　ti　21）
1947（　”　22）
1948（　t／　23）
1949（　”　24）
1950（　t／　25）
1951（　t／　26）
19S2（　tx　27）
1955（　v　30）
1956（　n　31）
国・地方歳出純計
時イ司覇講
　124
4，272
5，088
7，881
10，248
22，123
24，113
1，249
2，474
5，817
9，075
9，185
11，391
13，686
17，238
18，020
　395
4，272
3，830
4，800
5，840
9，570
6，880
7，6フ0
5，120
2，330
4，520
3，720
3，330
3，920
S，020
5，050
国　民　所　得
時価甥講
　924
14，フ32
20，009
31，043
3S，834
56，937
　360．9
　968．0
1，961．6
2，737．3
3，381．5
4，311．2
5，222，4
7，！81．8
7，988．9
2，940
14，732
15，150
18，900
20，400
24，600
22，100
20，100
15，360
13，1so
13，700
12，600
14，9so
20，900
22，300
????????? 〜???
　3！．4
　工oo
　132．7
　164．1
　176．8
　23工．9
　350．3
1，627．1
4，81S．2
12，792．6
20，876．4
24，680．7
34，263．1
34，921．5
34，299．0
3S，796．7
注）1．1934～36年平均価格による表示
　　2．デフレーターには東京卸売物価指数の総平均をとった。
度（昭和28年度）ごろにはじめて戦前水準への復帰をみているのである。ま．
た国民所得も，同様の推移をたどり少しはやく戦後1952（昭和27）年度ごろ
にやっと戦前水準に復する。したがって厳密にいえば，戦争による経費の転：
位効果そのものは，実質的には認められないといってもよいのであるが，こ
れは，わが国が戦争によるインフレと生産力の破壊が如伺に大きかったかを・
如実に示すものであろう。しかし，1951（昭和26）年度以降は物価水準もか
なり安定するので，すでにみた通り，それ以後の経費ならびに国民所得の上．
昇はかなり実質的な膨張の性格を帯びたものといってよいであろう。
　なお，国と地方の歳出純計に加えて，昭和28年度から国の財政投融資会計
が正式にみられるので，この純計を加えたものをみると前図の（3＞のようなグ
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ラフとなる。また，参考までに，国の歳出純計と地方の歳出純計の趨勢をみ
ると，前図，（4），（5）のグラフとなり，とくに1949～50年度にかけ，地方歳出
が国の歳出をヒまわって膨張していることが注目されるのである。　しかし，
すでにみた通り，デフレーターを老慮すれば，実質的な膨張は昭和28杢βから
とくに昭和30郊代にかけ1てであったことが判明するのである。
　（ii）’集申過程
　つぎに，こういつたわが国における経費の転位効果の特徴と結びついて，
経費面からみた匪隊財政への地方財政の集中過程はどのようになっているの
か検討してみよう。いま前表の第9表でもわかる通り，国（一般会計）と地
方（普通会計）の歳出規模を比較すると，地方の国に対する割合は，　Ei清軌
争下の40％台（1896年度，42％）とEI露戦争下の30％台（1906年度，38％）’
のぞき1890年度から1920年ごろまでほぼ50％台から60％台を前後している。
しかし，，第一次大戦後の1920年以降日中戦創の本格化する1935～6年ごろま
では，地方財政の比πが漸増していること，　したがって懸額であるが政府経
費に占める地方経費のシェアも50％をこえるに至っていることがわかるので’
ある、しかし，1936年ごろから地方財政の歳出規模は政府経費に占める相対
的なシェアを著しく減じ，1941年度30％，第二次大戦終結の］．年前の1944年
度に信実に17％ていどに減じていることが注目される。
　いまここで，国の経費が地方の経費を相対的ないしは絶対的に削減し抑1思
しつつ経費膨張をすすめることを，経費構造における中央集中過程と呼ぶな
らば，わが国の中央・地方における経費の集中過程はどのようにみればよい
のか。前述の転位効果との関連を想起しつついま第7図によってこれを呉体：
的にみてみよう。この図では，1900年を100とした時価表示の指数をとって
いる。
　まず第（1）に，日清，日露両戦役のさいには，わが国では政府経費の転位効
果がすでにみられることが諸外国と異なる大きな特徴であったが，たしかに
図をよくみれば，この両戦役の時期には，国家経費の膨張の速度に比し地方
　　　　　　　　　　　　　　　一89一
（1900年を100とした指数）7図　戦前における国と地方の経費の趨勢
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経費ののびの低きが．目立ち一定の期間に限．られてはいるが，集中現象がみら
れる。しカ1し，　日露戦争後数年へた1909～10年前後から地方経費ののびが，
国家経費ののびを上まわり始めていることが注意される。
　第②に，第一次大戦申の1915～6年ごろからであるが，地方財政の国家財
政を上まわる著しい経費の膨張の趨勢がみられることが，われわれの注目を
　　　　（41）
ひくのである。しかも，戦後も，1928年ごろまでほぼ一環して増加している
のである。一方国家経費は趨勢としては増加しているとはいえ，，1923年ごろ
から低位の傾向をたどり，地方経費とくらべかなりのび率がゆるやかとなっ
ている。また地方経費はig30年前後の停滞期をすぎて積極政策のとられたい
わゆる高橋財政期にも著しい膨張を示しており，1920年代からこの時期にか
けた恐慌対策，資本救済，農村対策その他と地方経費の膨張とは，かなり相
関性がつよいことが予想されるのである。こういつた傾向は，曲折をへなが
らも太平洋戦争期（1941）までつづいている。先に，われわれは，転位効
果がわが国では第口次大戦期にあらわれず戦後過程であらわれているとのべ
が，この時期には，経費の大いさだけからすれば勾引化傾向とは逆の現象き
えみられるのであり注意されるべき点であろう。
　第③にこういった地方経費の著しい膨張は第二次大戦期には転位効果の過
程で著しい中央経費の膨張によ1）　，地方財政は相対的には著しく抑えられた
が，しかし絶対額では漸次膨張している。地方経費の拡大に比べ軍事費など
を中心とした国家経費の拡大があまりにも急激だったためであろう。　ちなみ
に1940年の国の指数1750，地方2，770（1900隼＝100として）に対し，1944
年では，国6，270，地方3，765と両者ののびは全く逆転してしまったのであ
る。こういつた傾向を本来的な集中過程というべきかどうかには聞題があろ
（41）こういつた中央・地方の経費の膨張は，すでにみた通り，同時に第一次大戦期の著
　　しい物価上昇をも反映するものであったが，この点については，中央も地方も同様
　　となるので，この時期の地方経費の膨張について実質的に否定する理由にはならな
　　い。むしろ，戦後やや物価が安定化する時期にも地方経費は著しい膨張を示してい
　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　一91一
　210
う。ただ国は軍事費その他の経費の重圧の前で，主として地方が受けもつ民
生的経費をできるだけ削減させる方向をとったことは予想できるし，戦蒔統
制下のもとで国家権力による申央集中はもちろんすすんだわけであるが，そ
れは本来的な国と地方の行財政関係の変更ではもちろんありえなかったろ
う。ともあれ，こういつた第二次大戦期の経費の中央集申は戦時国家統制の
もとで未曾有の規模で起ったことはまちがいないところであろう。
　こういつた国家歳出め地方歳出を上まわる著しい拡大化傾向は，第二次大
戦後も1949（昭和24）年ごろまでつづいている。　しかし，すでにみた第6図
でも明らかな通り，1950年には，再び地方財政が純計でも国家財政規模を上
まわっているのであり，それは1955（昭和30）年以降とくに昭和30年代とい
われる時期にかけ本格的に拡大し，国家財政規模をはるかに上まわるものと
なっているのである。このような，第二次大戦後の地方歳出の国家歳出を上
まわる膨張は，第（4）の，わが国の諸外国に比べた最も大きな特徴であろう。
しかも，経費面でのこういった申央財政を上まわる地方財政の膨張は，戦前
期にもすでに第一次大戦後の時期から第二次大戦前夜にいたる時期にかけて
つよくあらわれていたことが注目されるのである。　もちろんこのことが，た
だちに正負集権化の過程での地方自治の進展を意味するものとは断定できな
いが，この点はとくに戦前において，きらにきめ細かい検討が必要であるよ
うに思われる。
　ところでこれを，さらに，政府経費全体に占める国と地方の比重，地方の
うち都道府県，市，町村と各段階別の地方団体の歳出の動向についてみよう。
国と地方についてはすでに第9表で総括的にみたが，地方団体のうち都道府
県，市，町村と各段階別の歳出の動向についてみると第1！表の通りとなる。
いま1890年度以降第二次大戦末までの動向で，歳出ののび率のもっとも高い
団体（1900年＝100として）は，市であり，これにつづいて都道府県となっ
ており，町村ののびがもっとも低くなっている。　とくに第一次大戦以降ごろ
からの市ののびが大きく，町村ののびは，］920年代には著しく停滞したの
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第ll表各段階別地方歳出の動向
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位100万円，指数は1900年＝100）
年度
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　注）エ．大内兵衛編「日本経済統計集」昭和43年，　「昭和財政史」第14巻などによって
　　　　調整した。決算額。
　　　2．1911年度までは，道府県は普通経済のみ，市町村は普通経済及び特別経済の各
　　　　会計。、
　　　3．19工5～工927年度までは，従来の会計より，電気事業費，ガス事業費をのぞいた
　　　　会計。
　　　4．1931～1944年度までは，道府県，市町村とも普通経済および特別経済の合算額
　　　　から電気，ガス，水道および自動車の各事業費をのぞいた会計。
　　　5．工950，1955年度は普通会計純計決算額。
　　　6．1915年度以降，歳出決算額より県支出金を控除してある。
は，大戦をけいきとした工業化による都市の発展と一方での農村の不況を反
映したものでφろう。こういつた傾向は，第二次大戦後もそのままつづいて
いるといってよい。
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　歳出の絶対額では，都道府県がもっとも大きく，市町村の合計を上まわる
　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
こともあるが，かなりの変動もみられる。
　そこでいまこれを第8図によって，歳出の構成比の推移についてみよう。
まず，国と地方の経費配分についてみると，1890～1920年までは，地方が全
体の30％前後から40％辺を占めているが，1923～1936年ごろまで50％をこ
え，艶二次大戦後の1950年ごろから再び50％をこえるに至っていることは，
すでにみたところであった。
　ところで大戦やその他の危機などの時期において，国の歳出比重の増加→
地方の歳出比重の低下，つまりピーコックなどのいう集中過程がみられるわ
けであるが，この図ではかなりはっきりあらわれている。すなわち日清，日
露戦争時がそれであるし，第二次大戦時には最も著しいかたちであらわれて
いる。また第一次大戦時にもわずかではあるが，これに類似の現象も全くみ
られないわけではない。しかし，ここで注意すべき点は，日清戦争時をのぞ
き，前三者のばあい地方経費の低位水準がこれにつづく時期におけるより高
い水準によってカバーされていることである。　日露戦争時における戦前に比
べた戦後における地方財政の若干の比重の拡大がそれであるし，第一次大戦
後には，すでにのべたことでも分る通り，戦前に比べて国家経費全体に占め
る地方経費の比重は著しく拡大した。また，第二次大戦を境にみても，地方
経費の比重は，1950年ごろから第一一次大戦後の高い比重をも上まわりさらに
．比重の拡大をみているのである。こういつたわが国におけるとりわけ独占段
階ないしは帝国主義段階以降における，段階的な地方経費の比重の増大が一
休何を意味しているのかはさらに検討を要する聞題だと思われるが，　ともあ
れ，先進資本主義国のイギリスや，やや遅れて発展をみたアメリカのばあい
ともかなり異なった様相を示していることは注目すべきことであろう。
（42）ここで，都道府県・市・町村3者の合計が前述の地方歳出と一致しないのは，1911
　　年までは，郡歳出があり，またほかに水利組合，北海道土功組合，などの歳出があ
　　るからである。しかしこれらの額は全体からみれば比較的小さい。
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第8図　二段階の地方歳出構成比の推移
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　ここで，地方歳出に占める都道府県，市，町村歳出の構成比をみると，第
く1）に！935年頃までにおける市歳出のほぼ一一貫したシェアの拡大が目につく。
とくに第一次大戦以降からの拡大（IO％台から25％にも及ぶ）が目につく。
第（2）に町村歳出のシェアは1895，1923年をピークとしてやや減少傾向をたど
りながらも1920年代中葉に拡大し，！937年ごろまでほぼ10％台のシェアを維
持しているわけであるが，第二次大戦下，市歳出同様，とりわけいちじるし
いシュアの低下をみ，，戦後一時回復したが，1955（昭和30）年ごろからのシ
ェアの低下が目立っていることが注意される。第（3）に，都道府県については
戦前では，各戦時中の低下をのぞき10％台でほぼ一貫して推移している。し
かし，第二次大戦時にも，市町村合計のシェアの低下に比べれば相対的にシ
ェアの低下が少なく（10％台），また，第二次大戦後市町村と比べかなりシェ
アの拡大がみられることである。
　こういつた戦後における都道府県財政規模の比重の拡大の趨勢について
も，きらに，経費構造，職員数とその状況，その他について機能的・質的な
分析がされねばならないだろう。ここではとりあえず，指摘するだけにとど
めぎるをえないが，市町村財政規模に占める市財政の伸び率の拡大と農村財
政ののび率，シェア両面における低下傾陶は，コニ業を中心とした資本蓄積の
拡大（第一次大戦以降とくに1935年ごろの第二次大戦前夜からいちじるしい）
・にほぼ照応しており，戦後とりわけ1955年以降の飛躍的な重化学工業化→経
済の地域的不均等発展の激化→都市財政の拡大と農村財政のすいびがこれに
照応しているといってよいであろう。
　（8）むすびにかえて
　以上，われわれは，国と地方の財政関係をめぐる問題について，とくにこ
の問題が今日の地方財政研究にとって重要になったことの意味，歴史的な各
段階における資本主義の中央集権化の特質とその巾での国と地方の財政関係
の総合的な検討の必要，そこにおける地方自治の問題などについてのべたあ
とで，これをとくにまず経費の問題について検討を加えてきたのであった。
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　経費構造をめぐる中央と地方の間題について，われわれは，まずこれをと
くにピーコックの所説である転位効果，集中過梶の聞題を中心として，1890
年以降のイギリス，アメリカと，とりわけ日本について歴史的な推移をたど
りつつ，量的聞題を中心として分析を加えてきたのであった。
　ここで一つの結論としていえることは，まず経費の転位効果については，
イギリスで両大戦の時期にもっとも典型的なかたちでみられるのに対し，ア
メリカでは，　とくに1929年の大恐慌をさかいとする30年代のニューディール
期が連邦支出の増加を反映してもう一つの高原水準となっていること，とく
にわが国では，（1）両大戦以前にもすでに日清，　日露の両戦役を通じて経費の
転位効果がみられること，②第一次大戦時にはあまりみられないで，むしろ
戦後の1920年代～30年代にかけてみられること，（3）第二次大戦では経費のい
ちじるしい高原水準が形成され，戦後も経費はけん著な膨張をみせたが，戦
後の激しいインフレーションによ・り実質的な数値ではむしろ戦前水準を低下
するに至っている（戦後約7～8年閲）ことなどの特質をみてきたのであっ
た。
　また転位効果と結びつく集中過程については，イギリスでは，第一次大戦
期と，とくに第二次大戦期を通ずる集中過程を通じて，戦後イギリスの申央
・地方の経費構造からみた中央政府機能への集中過程には著しいものがあ
り，地方財政の中央集権化が著しくすすみ，伝統的な地方自治はいまや危機
（crisis）を迎えていること，アメリカでは，第一次大戦時には・一一時的に中央
下瓦をみるが戦後は戦前以上に回復し，30年代に連邦の機能はかなり高まる
’が，なお，州・地方の地位が高く，第二次大戦後にはじめて州と地方とりわ
け地方（local　authorities）の経費のシェアからみた地位低下がみられること
・などをみたのであった。
　とくにわが国については，　イギリス，アメリカと全くといっていいほど異
なっており，（D日清，1ヨ露戦争期にも…時的にみられるが回復する。（2）とく
4こ第一・次大戦を通じては全くみられず．逆に，　この前後地方経費は著しく膨
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張し，20年代後半から国の経費を上まわるまでに膨張し，第二次大戦前夜ま
でつづいていること，（3）第二次大戦時は米曾有の中央集中をもたらすが，戦
後，1953（昭28）年頃から再び地方経費のi「1央経費を上まわる膨張がはじま
っていることなどが注目されたのであった。
　このような，戦前における第一次大戦後の地方経費の著しい膨張と，戦後
における膨張（とくに1955年以降）は，先進国の例に逆行し，経費の量的大
いさだけからみれば，国家機能の地方政府（地方公共団体）に集中した拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
化傾向といってよい性格のものとなっていることである。
　この場合，われわれは，もちろんそのことだけをもって，わが国における
地方自治の進展を示す指標と考えるわけではないが，この事実をたとえばわ
が四戦前における大正末。昭和初期の危機の地方財政下での地方自治運．動の
昂揚（たとえば両税委譲問題などにみられる）の問題，戦後における新憲法，
地方自治法の制定などをけいきとする，とりわけ，1955～60年代にかけての地
方自治聞題への自覚と運動の進展の問題などと照応して考察してみるとき，
そこにまた興味ある問題を提供しているというべきだろう。
　もちろん戦前にも，軍備拡張や国債償還費などを国がうけもち，資本救済
恐慌対策をふくむ都市対策費や農村対策費，社会政策費　（教育費などもふく
め）などの増加を地方にうけもたせる，いわば国策の一環としてこういつた
申央・地方の経費の動向がみられことはいうまでもなかろうが，とくに戦後
においては，地方交付税・圏庫支出金の増大など国から地方への支出の拡大
による地方財源への中央統制の強化は著しくつよまっていることである。ま
た，戦後における地方経費1こ占める国の施策のための経費，義務的経費，
（43）戦後の地方財政の膨張要因については，たとえば敗戦後の軍事的中央集権制の解体
　　と「民生的」政策による地方自治の拡大，警察の地方への移管，戦後における公共
　　投資の増大その他の諸要因があげられている。（高橋誠「現代財政論」l14・Ae・一一ジ以
　　下などを参照。）また6・3制導入など，義務教育年隈の拡大による地方教育三四
　　大などもあげられよう。第一次大戦以降およびとくに戦後日本の地方財政の膨張
　　は，先進国と逆行する方向とみるのか，あるいは，基本的に同じ性絡のものかにつ
　　いては，さらにドイツなどの事情ともあわせて検討してゆく必要があり，間題を今
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庫補助事業費などの割合は著しく高まっており，まきに地方経費の著しい膨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
張と並行して，国の支配の強化と地方行財政の「国の政策の安定装置化」が
起っているとみられるのであるが，こういつた，わが国における申央と地方
の経費構造の交錯過程と機能別二二　そのEI本資本主義の二段階に占める意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
味などについての詳細な検討については，改めてみることにし，本稿ではと
りあえず，主として，経費の歴史的推移の分析にとどめた。
　　後にのこしておきたい。なお，ドイツについては，アンディックの検討がみられる
　　が，本稿ではふれる余裕がなかった。　（Suphan　Andic　and　Jindrich　Veverka，
　　The　Grozvth　of　Government　ExPendi！ure　in　Germany　since　tJfe　Unift’ca－
　　tion，　Finan．zarchiv　N．　F．　23　Heft　2，　1964）
（44）吉岡健次，前掲書ほか。
（45）なお日本資本主義のとくに戦後のこういつた問題についての研究の一つとして，前
　　掲論文，岩木和秋「国と地方自治体の財政関係」　（財政学講座第3巻）がある。
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